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地域間の相互作用を考慮した地利値の計算  
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の割合である・このm五ブを要素とする行列〟が式（1）  

の隣接行列Aに対応する・さらにんを地点豆が地点  

Jのアクティビティを引きつける力とし，m豆ブを以下  

のように定義する：  

1 はじめに  

店舗や住宅の立地を論じる際に，地の利という言葉  

を耳にする．この地の利を定量的に表す指標として，  

文献川，［2】では以下に示すような地利値を定義して  

いる．交通網の結節点を頂点，交通路を辺としたグラ  

フCを考え，グラフCの隣接行列をAとする．この  

隣接行列Aの最大固有備に属する固有ベクトルごを地  

利借としている．  

A諾＝入ご  
（1）  

このように定義される地利値は，ある頂点戌における  

値が，それに隣接する全ての頂点における値の総和に  

比例するという性質を持つ．また文献【3］では，隣接  

行列Aを作成するにあたり，距離や時間に対し開催∂  

を設け，頂点戎から頂点Jまで，所要時間∂以下で到  

達可能であれば旬＝αji＝1，そうでなければ0と  

することで，交通路間の距離や移動に要する時間を考  

慮した地利値を計算している．また，都市平面をメッ  

シュに分割し，メッシュ間の移動の所要時間を考える  

ことで，地利値を求める対象を平面全体へと拡張して  

いる．   

しかしながら，これらの枠組みの中で出てくる固有  

値入の意味づけや，地利値自体の物理的な解釈が困難  

であるという問題点がある．任意の頂点において，他  

の頂点に与える影響の和と，他の頂点からの影響の和  

とが等しくならないため，地利値を物理的な量として  

捉えることができない．   

本稿では隣接行列の代わりに，地点間の空間相互作  

用の度合いを表す行列を用いることで上記の問題点を  

克服し，地利値に物理的な意味を与える．その後，各  

地点における地利値の大きさを考慮した地利値の計算  

について論じる．  

2 地点間の相互作用を考慮した地利値   

ノ、り 用句＝ 
∑た九ゴ  

（3）  

すなわち，都市内の全ての地点から地点ブにおけるア  

クティビティに対してはたらく吸引力の総和に対する，  

地点戌の吸引力の割合として定義する．したがって，式  

（2）は，  

諾メ  
∬豆＝填嘉  

（4）  

となる．ここで，上式の両辺を乞について加え合わせ，  

右辺を変形すると，  

∑£豆＝〝∑∬j  （5）  

i J  

となるため，〃＝1となり，式（4）は以下のようになる：  

エゴ・ 

∬宜＝裏嘉 
（6）   

ここで，吸引力んは2点宜，j間の距離毎にのみ  

依存するものとして，  

ん＝J（毎）  （7）  

とし・ん＝んと仮定する・また，β盲＝∑jんとす  

る・式（3）より，ん＝ム壱＝mがj＝mJ豆β豆なので，  

£豆＝∑町・掌・∬J  （8）  

となる・む＝γ宜とすると，mj慮＝告なので・ βl   

…＝∑告・芸・∬J＝∑堵（9）             ゴ  ー  ノ     J  
都市内にm個の地点を考え，任意の地点宜における  

アクティビティの量を£豆とする．∬豆は周辺の地点jか  

らの影響の総和に比例するものとして，  

れ  

£i＝〃∑miブ∬j  

J＝1  

（2）   

で表されるものとする．ただし，m豆jは地点ブのアク  

ティビティのうち，地点豆へ移動するアクティビティ  

となり，  

∑んγ五＝∑んγメ  

j J  

より，γi＝γメが得られる・従って，  

（10）  

諾五‥エゴ＝βi‥βJ＝∑ん：∑ん （11）  
J  l   
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図1：直線状都市における地利値の例   

となる．すなわち，都市内の任意の地点宜におけるア  

クティビティの量は，地点豆にはたらく全ての力の総  

和に比例することとなる．   

都市を長さ1の線分で与え，式（7）の吸引力を  

月毎）＝eXp（－／弛j）  （12）   

とした場合の結果を図1に示す．βは所要時間による  

吸引力の減衰を示すパラメータである．βは移動手段  
の発達を表す指標と捉えることができ，この値が小さ  

いぼど移動手段が発達していることになる．図1を見  

ると，βが小さくなるにしたがって値に差がなくなっ  

ており，交通手段の発達により，都市内の1点に集中  

していた地の利が，都市全体に散らばることを示して  

いる．   

次に別のシナリオとして式（7）を，  

（13）  

のように定めてみよう．すなわち，2点豆，J間の所要  

時間毎がある聞値∂以下なら1，そうでないなら0と  
する・β宜＝∑jんであるから・各点における値∬豆は  

頂点宜から所要時間∂以内で移動可能な頂点の数を表  

すことになる．頂点が都市領域内に一様に分布する場  

合，β豆は所要時間∂以内で移動可能な領域の面積，す  

なわち古時間圏域の面積を示すことになる．∬宜を地点  

乞における人口と考えると，都市内の任意の地点にい  

る人が，所要時間∂以内で移動可能な領域に一様に移  

動するといった状況で，人口の分布が平衡状態に達し  

た際の，各地点における人口の比を時間圏域の面積が  

表すこととなる．  

3 アクティビティの大きさを考慮に入れた地利値   

図2：首都圏における地利値（β＝0．0002）  

の節ではハフモデルに習い，地点豆が地点jにおける  

アクティビティを引きつける力が，地点乞でのアクティ  

ビティの量にも依存するという形での定式化を試みる．   

式（6）や式（3）は前節と同じものとする・式（7）で  

定義される，地点豆が地点ゴにおけるアクティビティ  

を引き寄せる力んを，2点乞，J間の距離毎■によって  

定まる分離性の尺度祝（毎）と地点豆自身のアクティビ  

ティの量∬iとの積とする：  

ん＝J拉宜J）＝坤壱ブ）×∬五・   （14）  

ただし，分離性の尺度坤豆J）は2点間の距離（所要時  

間）によってのみ決まるものとして，  

（15）  可毎）＝坤ブ五）  

であるものとする．従って，・式（6）は，  

れ
∑
鱒
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〃＝り）・J－′  

エゴ  （16）  

∑た坤たJ）∬た  

となる・分離性の尺度を坤宜j）＝eXp（一／弛J）とし首都  

圏における計算結果を図2に示す．  
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前節における計算では，式（7）で定義される吸引力  

が，距離のみに依存するものとした．したがって，ある  

地点のアクティビティは，そこから等距離にある他の  
点に等しく引き寄せられることになる．しかし，現実  

にはアクティビティが多い 

ティビティを引き寄せると考えられることが多い．こ  
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